
JP 2014-112061 A 2014.6.19

10

(57)【要約】
【課題】水中線状構造物の挙動・応力分布推定システム
及び方法を提供する。
【解決手段】海面側から海底側に向かって、延伸してな
る水中線状構造物のライザー管１１と、水中線状構造物
に所定間隔を持って、潮流速による加速度を計測する加
速度計と、この加速度計により得られた計測データを格
納する計測データ格納部と、潮流速・分布をパラメータ
とした計算を事前に実施し、各計測点での水中線状構造
物の加速度スペクトル・挙動・応力分布のデータベース
を構築し、格納するデータベース格納部と、その各位置
の加速度計からの計測データから求めた計算結果より、
短期間計測した加速度計由来の加速度スペクトルを算出
し、得られた加速度スペクトルを、データベース格納部
に格納した加速度スペクトル・挙動・応力分布のデータ
ベースとマッチングさせ、最も近い潮流速・分布を抽出
し、計測時の水中線状構造物に対する挙動・応力分布を
出力する出力手段とを具備する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　海面側から海底側に向かって、鉛直方向に複数のパイプを連続して延伸してなる水中線
状構造物と、
　前記水中線状構造物に所定間隔を持って、潮流速による加速度を計測する加速度計と、
　この加速度計により得られた計測データを格納する計測データ格納部と、
　潮流速・分布をパラメータとした計算を事前に実施し、各計測点での水中線状構造物の
加速度スペクトル・挙動・応力分布のデータベースを構築し、格納するデータベース格納
部と、
　水中線状構造物の各位置の加速度計からの計測データから求めた計算結果より、短期間
計測した加速度計由来の加速度スペクトルを算出し、
　得られた加速度スペクトルを、前記データベース格納部に格納した加速度スペクトル・
挙動・応力分布のデータベースとマッチングさせ、最も近い潮流速・分布を抽出し、計測
時の水中線状構造物に対する挙動・応力分布を出力する出力手段と、を具備することを特
徴とする水中線状構造物の挙動・応力分布推定システム。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記加速度計が、所定間隔を持って、ライザー管の継ぎ手に、耐圧容器に保管されて設
置されていることを特徴とする水中線状構造物の挙動・応力分布推定システム。
【請求項３】
　海面側から海底側に向かって、鉛直方向に複数のパイプを連続して延伸してなる水中線
状構造物の挙動・応力分布推定方法であって、
　予め水中線状構造物に対する潮流速・分布をパラメータとした計算を実施し、各計測点
での水中線状構造物の加速度スペクトル・挙動・応力分布のデータベースを構築し格納す
るデータベース格納ステップと、
　前記水中線状構造物に所定間隔を持って設置された加速度計を用い、潮流速による加速
度を計測する計測ステップと、
　前記水中線状構造物の各位置の加速度計からの計測データから求めた計算結果より、短
期期間計測した加速度計由来の加速度スペクトルを算出する加速度スペクトル算出ステッ
プと、
　前記計測により得られた加速度スペクトルを、前記格納されたデータベースとマッチン
グさせ、最も近い潮流速・分布を抽出し、計測時の水中線状構造物に対する挙動・応力分
布を出力する出力ステップと、
　を有することを特徴とする水中線状構造物の挙動・応力分布推定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水中線状構造物の挙動・応力分布推定システム及び方法に関するものである
。
【背景技術】
【０００２】
　洋上のプラットフォーム（石油開発用、科学調査用等）や船舶の下方に長いパイプ等の
ライザー（以下、「ライザー管」ともいう。）を吊り下げて海底作業を行うための掘削用
ライザーや、洋上のプラットフォームへ海底油田から採取した原油を持ち上げるために用
いられる生産用ライザー等の水中線状構造物が知られている。このような海底での作業を
するためのライザーは非常に細長い構造をしており、ライザーの全長は数千ｍに及ぶこと
がある。
【０００３】
　また、近年では強い潮流が存在する海域でのライザーの運用が増加しつつある。そのた
め、潮流に起因してライザーから発生する渦による励振力の振動周期とライザーの固有振
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動数とが一致する場合には、ライザーは渦励振（ＶＩＶ：Ｖｏｒｔｅｘ　Ｉｎｄｕｃｅｄ
　Ｖｉｂｒａｔｉｏｎ）することになる。渦励振により励起される振動数１～数Ｈｚ程度
の振動に対してライザーが共振した場合には疲労破壊が発生する虞があるため、ライザー
全体に亙って応力や変位等を計測してライザーの疲労状態を把握する必要がある。
【０００４】
　ライザーの応力や変位を計測する方法としては、例えば、ライザー管の表面に加速度計
や光ファイバー等のセンサを取り付けて海水の流れに対するライザーの応答を計測する方
法が提案されている。
【０００５】
　例えば、ライザー管の表面に予め光ファイバーを接着して敷設しておき、光ファイバー
の入射光に対する反射光を受信して、ライザー管に加わる応力を計算するライザー管の応
答分布計測システムが開示されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００６】
　また、ライザーを潮流のある海域で使用する場合、ライザーに作用する流体抵抗を低減
することや、ライザーから発生する渦による渦励振を防止することのために、流線型、楕
円形または長円形等の断面形状を有するカバー（フェアリング）を設置することが提案さ
れている。
【０００７】
　例えば、フェアリングがライザー管の周囲を回転して潮流の方向に対し、抵抗のもっと
も小さくなる方向にその向きが変化でき、水深方向に全て同じ形状・サイズのものを等間
隔（同じ設置間隔）で設置することが開示されている（例えば、特許文献２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２０１２－９８２３９号公報
【特許文献２】特開２０１０－７４３４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　ところで、ライザー管の構造は非常に細長いため海水の流れに対するライザー管各部分
の応答のモードは、十数次から百次オーダーの高次の振動モードになる。従って、ライザ
ー管の表面に加速度計を取り付けてライザー管の応答を計測する方法では、多数の計測点
が必要となるが、計測用ケーブルの取り回し等の困難さのために数点の計測点しか設ける
ことができない、という問題がある。
　この結果、ライザー全体に亙って応力や変位等を正確に計測することは難しい。
【００１０】
　そこで、ライザー全体に亙って任意の部分での挙動・応力分布を推定する技術の出現が
切望されている。
【００１１】
　本発明は、前記問題に鑑みてなされたものであって、水中線状構造物での挙動を把握す
ることができる水中線状構造物の挙動・応力分布推定システム及び方法を提供することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上述した課題を解決するための本発明の第１の発明は、海面側から海底側に向かって、
鉛直方向に複数のパイプを連続して延伸してなる水中線状構造物と、前記水中線状構造物
に所定間隔を持って、潮流速による加速度を計測する加速度計と、この加速度計により得
られた計測データを格納する計測データ格納部と、潮流速・分布をパラメータとした計算
を事前に実施し、各計測点での水中線状構造物の加速度スペクトル・挙動・応力分布のデ
ータベースを構築し、格納するデータベース格納部と、水中線状構造物の各位置の加速度
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計からの計測データから求めた計算結果より、短期期間計測した加速度計由来の加速度ス
ペクトルを算出し、得られた加速度スペクトルを、前記データベース格納部に格納した加
速度スペクトル・挙動・応力分布のデータベースとマッチングさせ、最も近い潮流速・分
布を抽出し、計測時の水中線状構造物に対する挙動・応力分布を出力する出力手段と、を
具備することを特徴とする水中線状構造物の挙動・応力分布推定システムにある。
【００１３】
　第２の発明は、第１の発明において、前記加速度計が、所定間隔を持って、ライザー管
の継ぎ手に、耐圧容器に保管されて設置されていることを特徴とする水中線状構造物の挙
動・応力分布推定システムにある。
【００１４】
　第３の発明は、海面側から海底側に向かって、鉛直方向に複数のパイプを連続して延伸
してなる水中線状構造物の挙動・応力分布推定方法であって、予め水中線状構造物に対す
る潮流速・分布をパラメータとした計算を実施し、各計測点での水中線状構造物の加速度
スペクトル・挙動・応力分布のデータベースを構築し格納するデータベース格納ステップ
と、前記水中線状構造物に所定間隔を持って設置された加速度計を用い、潮流速による加
速度を計測する計測ステップと、前記水中線状構造物の各位置の加速度計からの計測デー
タから求めた計算結果より、短期期間計測した加速度計由来の加速度スペクトルを算出す
る加速度スペクトル算出ステップと、前記計測により得られた加速度スペクトルを、前記
格納されたデータベースとマッチングさせ、最も近い潮流速・分布を抽出し、計測時の水
中線状構造物に対する挙動・応力分布を出力する出力ステップと、を有することを特徴と
する水中線状構造物の挙動・応力分布推定方法にある。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、計測した加速度のデータより加速度スペクトルを算出し、加速度スペ
クトルのデータベースとマッチングさせ、最も近い潮流速・分布を抽出し、その時の挙動
・応力分布を出力手段により出力する。これにより、水中線状構造物の応答を推定するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】図１は、実施例に係る水中線状構造物の概略構成図である。
【図２】図２は、ライザー管の継ぎ手に設置するセンサの設置状況を示す概略図である。
【図３】図３は、計測データをもとに、データベースをマッチングする手順を示す概説図
である。
【図４】図４は、推定方法の工程の一例を示すフローチャートである。
【図５】図５は、計測データと、計算データとを示す概説図である。
【図６】図６は、実施例に係る他の水中線状構造物の概略構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下に添付図面を参照して、本発明の好適な実施例を詳細に説明する。なお、この実施
例により本発明が限定されるものではなく、また、実施例が複数ある場合には、各実施例
を組み合わせて構成するものも含むものである。
【実施例】
【００１８】
　図１は、実施例に係る水中線状構造物の概略構成図である。図２は、ライザー管の継ぎ
手に設置するセンサの設置状況を示す概略図である。図３は、計測データをもとに、デー
タベースをマッチングする手順を示す概説図である。図４は、推定方法の工程の一例を示
すフローチャートである。図５は、計測データと、計算データとを示す概説図である。図
６は、実施例に係る他の水中線状構造物の概略構成図である。
　図１に示すように、水中線状構造物は、海面Ｓ側から海底Ｇ側に向かって、鉛直方向に
複数のパイプを連続して延伸してなるライザー管１１よりなり、洋上のプラットフォーム
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（石油開発用、科学調査用等）や船舶から水中線状構造物を吊り下げて海底作業を行うた
めの掘削用のライザーや、洋上のプラットフォームへ海底油田から採取した原油を持ち上
げるために用いられる生産用ライザー等に適用される。
【００１９】
　ライザー管１１は、例えば２０ｍ～数十ｍのライザー管を複数の直列的に連結した構造
を有しており、その全長は数千ｍ（海面Ｓから海底Ｇまでの深さＤ）に達するものである
。
【００２０】
　洋上に浮かぶ浮体１３は、海上からライザー管１１を海中に配設し、その先端は海底Ｇ
に達している。浮体１３は、例えば、船舶や洋上のプラットフォームである。ライザー管
１１として、例えば、掘削用のライザー管では、先端部分で海底Ｇを掘削する。なお、ラ
イザー管１１と海底Ｇとの境界には噴出防止装置（ＢＯＰ：Ｂｌｏｗｏｕｔ　Ｐｒｅｖｅ
ｎｔｅｒ）１４が配設されている。
【００２１】
　図２は、図１中のＸ部分のライザー管１１の拡大した構成図であり、ライザー管１１の
継ぎ手に設置するセンサの設置状況を示す概略を示している。
　図２に示すように、ライザー管１１を構成する複数のライザー１１ａ、１１ｂ、１１ｃ
、１１ｄ・・・を各継ぎ手１７ａ、１７ｂを用いて連結している。そして、ライザー１１
ａ、１１ｂ、１１ｃの下側の継ぎ手１７ｂの一部には耐圧容器１８ａ、１８ｂ、１８ｃが
設置されている。
【００２２】
　この耐圧容器１８ａ・・・内には、潮流１５（図１参照）によるライザー管１１への加
速度を計測する加速度計が収納されており、図示しないケーブルで浮体１３側の計測・演
算手段１２に計測データが随時送られている。
　ここで、加速度計は、任意の位置におけるライザー管１１の各種振動による加速度を計
測するものである。
　また、データの送信はケーブル以外に、所定間隔に設置された超音波送信によるデータ
授受手段を用いるようにしても良い。
【００２３】
　図３は、加速度計の計測データをもとに、データベースをマッチングする手順を示して
おり、先ず、ライザー管１１（１１ａ、１１ｂ、１１ｃ）の数点（本実施例では３点：ａ
点、ｂ点、ｃ点）で、耐圧容器１８ａ、１８ｂ、１８ｃ内に設置された加速度計により加
速度データを計測する。
【００２４】
　次に、計測データは計測・演算手段１２に送られ、ここで、計測データからの各点（３
点）の標準偏差を求める。
【００２５】
　求めた加速度の標準偏差を図３（Ｂ）に示す。
　この図３（Ｂ）に示す標準偏差では、加速度計の間の挙動・応力分布がどのようになる
かの推定は不可能である。
【００２６】
　そこで、予め計算していたデータベースとマッチングし、最も近い挙動・応力分布を抽
出する。
　この抽出した挙動・応力分布の出力を図３（Ｃ）に示す。
【００２７】
　図３（Ｃ）に示す結果により、従来のような数点で計測した計測データから、全体の挙
動（応力、変位）を推定することが困難であったものが、任意点での挙動を把握すること
ができる。
【００２８】
　以下、水中線状構造物の数点で計測された挙動データ（加速度、角加速度）を基にした
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挙動・応力分布を推定する手順を説明する。
　図４は、推定方法の工程の一例を示すフローチャートである。以下、図４に示す処理は
、全自動で実行しても良いし、オペレータが各工程を実行する装置を操作して実行しても
良い。
【００２９】
１）データベース格納ステップ
　予め水中線状構造物であるライザー管１１に対する潮流速・分布をパラメータとした計
算を実施し、各計測点での水中線状構造物の加速度スペクトル・挙動・応力分布のデータ
ベースを構築し格納する（ステップＳ１１）。
２）計測ステップ
　水中線状構造物に所定間隔を持って設置された加速度計を用い、潮流速による加速度を
計測する（ステップＳ１２）。
３）加速度スペクトル算出ステップ
　水中線状構造物の各位置の加速度計からの計測データから求めた計算結果より、短期期
間計測した加速度計由来の加速度スペクトルを算出する（ステップＳ１３）。
４）出力ステップ
　この計測により得られた加速度スペクトルを、前記格納されたデータベースとマッチン
グさせ、最も近い潮流速・分布を抽出し、計測時の水中線状構造物に対する挙動・応力分
布を出力する（ステップＳ１４）。
【００３０】
　具体的には、前記データベースとしては、例えば潮流速・分布をパラメータとした計算
を事前に実施し、計測点での加速度スペクトル・挙動・応力分布のデータベースを構築し
ておく。
【００３１】
　ついで、浮体１３上での計測・演算手段１２を用いて、短期間計測した加速度のデータ
より加速度スペクトルを算出し、加速度スペクトルのデータベースとマッチングさせ、最
も近い潮流速・分布を抽出し、その時の挙動・応力分布を出力手段により出力する。
　これにより、水中線状構造物の応答を推定することができる。
【００３２】
　次に、図５に計測データをもとにして、計算データから挙動・応力分布を抽出する一例
を示す。
【００３３】
１）　加速度計で計測した計測データＶmと予め複数の条件で計算した計算データＶcの差
分を各計測位置で得る。図５においては、計測データＶmとしては、Ｖm1、Ｖm2、Ｖm3と
する。また、予め複数の条件で計算した計算データＶcとしては、Ｖc1(a)～Ｖc3(a)、Ｖc

1(b)～Ｖc3(b)、Ｖc1(x)～Ｖc3(x)とする。
２）　そして、各計測位置でのＶm－Ｖcの平均値が最小となる計算データを採用する。
　例えば、各差分の平均値が、例えば下記「数１」で示すような場合、最小である計算デ
ータである「ケース（ａ）」の応答分布を採用する。
３）　この採用の結果、ケース（ａ）の応答分布をライザー管１１の応答と推定すること
とする。
　この応答は、ライザー管１１に生じている例えば加速度や歪、振動の波形（振幅及び周
波数）を示している。
　これにより、ライザー管１１（１１ａ、１１ｂ、１１ｃ・・・）の各間隔の応答を推定
することができ、ライザー管への例えば疲労状態の把握が的確となる。
【００３４】
【数１】

【００３５】
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　ここで、複数の条件として、「海象気象条件」、「ライザー管１１の仕様条件」、「オ
ペレーション状態条件」等に基づくものであり、計測目的に応じて適宜変更するようにし
ている。
【００３６】
　ここで、「海象気象条件」の例としては、１）波条件（例えば波高、波周期、波向き等
）、２）風条件（例えば風速、風向等）、３）潮流（海流）条件（例えば流速、流向等）
を検討することができる。
【００３７】
　また、「ライザー管１１の仕様条件」の例としては、１）ライザー管１１の寸法（例え
ば長さ、外径、内径、重量等）、２）ライザー管１１の剛性（引張強度、曲げ強度等）、
３）浮力体の有無等を検討することができる。
【００３８】
　また、「オペレーション状態条件」の例としては、１）掘削状態（ライザー管１１が海
底に設置されている状態）、２）ハングオフ状態（ライザー管を海底から離して海中で吊
り下げている状態）、３）移動状態（ハングオフ状態でその海域から移動する状態）等を
検討することができる。
　また、これら以外であっても、疲労状態の把握に寄与する条件であれば適宜追加するこ
ともできる。
【００３９】
　図６は、実施例に係る他の水中線状構造物の概略構成図である。
　前述のようにして求めた挙動・応力分布を元に、潮流１５が強い場所（強潮流１５ａ）
を推定することができることとなる。
【００４０】
　そして、計測前に固定していたライザー管１１の渦励振（ＶＩＶ）を抑制するためフェ
アリング２１の位置を、浮体１３側の制御装置２３の指令により、ケーブル２２を介して
図示しない移動手段等により移動させることにより、ライザー管１１に作用する流体抵抗
を低減することができる。
【００４１】
　この移動は、浮体１３側にライザー管１１の全体を引き上げて実施しても良いが、昇降
自在のフェアリング２１を用いる場合には、応力及び変位の大きい部分にフェアリング２
１を移動させることで、ライザー管１１に作用する流体抵抗を低減し、ライザー管１１か
ら発生する渦による渦励振（ＶＩＶ）を抑制することができる。
【符号の説明】
【００４２】
　１１　ライザー管
　１２　計測・演算手段
　１３　浮体
　１４　噴出防止装置
　１５　潮流
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